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給法制定 10 周年記念シンポジウム」開催、1992 年東京医科歯科大学「犯罪被害者相談室」
開設、同年犯罪被害者実態調査開始、1995 年地下鉄サリン事件、1998 年全国被害者支援
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 三重県犯罪被害者等支援条例（仮称）検討懇話会の開催状況について、以下に記す。  
（1） 第 1 回三重県犯罪被害者等支援条例（仮称）検討懇話会  
 日時：平成 30 年 7 月 31 日（水）14:00～16:00 
 議事：「犯罪被害者等支援の取組を進めるにあたって、必要と考えられる施策、取組等」  
および「三重県の犯罪被害者等支援にかかる方向性」について事務局から説明を行い、  
各委員による意見交換を行った。  
（2） 第 2 回三重県犯罪被害者等支援条例（仮称）検討懇話会  
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表１．犯罪被害者等に関する条例の制定状況（平成 30 年 4 月 1 日現在） 
 都道府県名 条例の有無 単独条例 市町村の条例 
制定済／市町村数 
見舞金・貸付金の有無 
１ 北海道 ○ ○ 174/178  
２ 青森県 － － 0/40  
３ 岩手県 ○ － 0/33  
４ 宮城県 ○ ○ 0/34  
５ 秋田県 ○ ○ 25/25  
６ 山形県 ○ ○ 0/35 ○（貸付金） 
７ 福島県 ○ － 0/59  
８ 茨城県 ○ － 7/44  
９ 栃木県 ○ － 0/25  
10 群馬県 － － 1/35  
11 埼玉県 ○ ○ 4/62  
12 千葉県 ○ － 7/53  
13 東京都 － － 4/62  
14 神奈川県 ○ ○ 4/30 ○（貸付金） 
15 新潟県 ○ － 15/29  
16 富山県 ○ ○ 1/15  
17 石川県 － － 15/19  
18 福井県 － － 2/17  
19 山梨県 ○ － 11/27  
20 長野県 － － 0/77  
21 岐阜県 ○ － 2/42 ○（遺児に年１回激励金） 
22 静岡県 ○ ○ 1/33  
23 愛知県 ○ － 5/53  
24 三重県 － － 0/29  
25 滋賀県 ○ ○ 19/19  
26 京都府 ○ － 25/25  
27 大阪府 － － 4/41  
28 兵庫県 ○ － 24/40  
29 奈良県 ○ ○ 16/39  
30 和歌山県 ○ － 1/30  
31 鳥取県 ○ － 0/19  
32 島根県 ○ － 0/19  
33 岡山県 ○ ○ 26/26  
34 広島県 － － 7/22  
35 山口県 － － 6/19  
36 徳島県 － － 0/24  
37 香川県 ○ － 0/17  
38 愛媛県 ○ － 0/20  
39 高知県 － － 0/34  
40 福岡県 ○ ○ 1/58  
41 佐賀県 ○ ○ 20/20  
42 長崎県 － － 1/21  
43 熊本県 － － 3/44  
44 大分県 ○ ○ 5/18  
45 宮崎県 － － 0/26  
46 鹿児島県 － － 0/43  
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独条例としては、埼玉県嵐山町が平成 11 年に制定した「嵐山町犯罪被害者など支援条例 
」が、県では平成 16 年に宮城県が最初とされる。平成 24 年には、岡山県と県内全 27 自治
体で犯罪被害者等支援条例が県と全市町村で初めて施行された。 



















































































































































































1 北海道 H30.4.1 ○ ○ － ○ ○ － － ○ － ○ － ○ － － ○ ○ 
2 宮城県 H16.4.1 ○ ○ － － － － ○ － － ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ ○ 
3 秋田県 H25.4.1 ○ － ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ － ○ ○ ○ 
4 山形県 H22.3.19 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ － － ○ ○ 
5 埼玉県 H30.4.1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ ○ ○ － ○ ○ － 
6 神奈川県 H21.4.1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ － ○ ○ ○ － － ○ ○ 
7 富山県 H29.4.1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ ○ － ○ ○ ○ ○ 
8 静岡県 H27.4.1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ － － － － － ○ 
9 滋賀県 H30.4.1 ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － 
10 奈良県 H28.4.1 ○ ○ ○ － ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ ○ － － － ○ － 
11 岡山県 H23.4.1 ○ ○ － － ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ ○ － － － － － 
12 福岡県 H30.4.1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ ○ ○ － － ○ ○ 
13 佐賀県 H29.4.1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ ○ － － － ○ ○ 
14 大分県 H30.4.1 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ － ○ － ○ ○ － － － ○ － 
 
 2016 年 4 月制定の奈良県では、被害者グループ KENTO が 2014 年 11 月に奈良県議会議長
に「請願書」を提出し、その後県議会で採択・可決されて、制定の作業が始まっている。
2018 年 4 月制定の大分県は、「ピアサポート大分絆の会」が 2015 年から県の担当者を訪
ね、被害者が求める条例の必要性や、市町村における支援の現状を繰り返し訴え、2016 年
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回検討懇話会、県議会定例月会議で中間案説明、12 月から 2019 年１月でパブリックコメ
ント、市町への意見照会、１月に第４回検討懇話会、２月に県議会定例月会議で条例議案
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仲  律子，犯罪被害者等に関する条例の制定状況について 
About the Establishment Situation of the Regulation 






For many years, victims of crime, and the family of the deceased, have been isolated 
in society without getting appropriate support. After a national meeting of the victims 
of crime (Asu-no-kai), the Basic Act on Crime Victims was created in 2004, and after 
that, there was increased support for victims. The 3rd Basic Plan for Crime Victims, 
settled in 2016, also lead to the appropriate dissemination of information about the 
establishment of regulations. The fourteen prefectures of Hokkaido, Miyagi-ken, Akita-
ken, Yamagata-ken, Saitama-ken, Kanagawa-ken, Toyama-ken, Shizuoka-ken, Shiga-
ken, Nara-ken, Okayama-ken, Fukuoka-ken, Saga-ken and Oita-ken, established a 
regulation which specializes in victims of Crime. But the passage and the feature of 
the establishment situation in the remaining prefectures and their city governments 
haven’t been made clear. Therefore, this paper considers the subject of investigation of 




Regulations about victims of crime, victim support, victim’s human rights 
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